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　政府は、農協改革集中推進期間の期限を2019年５月末としています。この期限までに、
ＪＡは「自己改革」をどのくらい進められるかが、今後の政府の「農協改革」への対応を左
右します。
　ＪＡグループでは、地域のＪＡが現在取り組んでいる自己改革に対する評価を組合員に伺
い、より一層、組合員の皆さまの期待に応え、魅力ある地域の農業やくらしを支えるＪＡと
なれるよう、全組合員（正・准組合員）を対象とした組合員アンケートを実施します。
　ＪＡ職員が伺い、対話をしながら調査を進めていきます。前回調査（2018年２月～３月
までに正・准組合員1500人を無作為）の方も対象です。今後のＪＡ自己改革のため、皆さ
まのご理解とご協力をお願いいたします。

組合員の皆さまの声を聞きながら、今後もＪＡ自己改革を進めていきますので、ご意見やご要望など
お聞かせください。

ＪＡ津軽みらいの全ての正組合員・准組合員が対象です。

2018年２月～３月までに正・准組合員1500人を無作為で選び、調査した結果の一部をご報告いたします。

ＪＡ津軽みらいはＪＡ自己改革を進めていきます

皆さまの
声を

聞かせて
ください

!全組合員調査
１月から始まります!

農業者の所得増大

温湯種子の作業受託
りんご輸出数量および輸出国拡大

農業振興のための助成事業（総額5000万円）

組織・経営力発揮地域活性化への貢献

■ご協力いただいた組合員の内訳
①　年　代 ②　性　別 ③　組合員の内訳

60歳代
32%

正組合員
54％

准組合員
46％

男　73%

女　27%

70歳代
22%

50歳代
21%

40歳代
10%

80歳以上
８%

29歳以下
２% 30歳代

５%

①　JAの必要性 ② 地域農業や地域づくりを応援したい
【准組合員のみ】 ③　総合事業の継続

■ＪＡの総合事業について

感じる
63％

感じない
2％

どちらかといえば
感じる
30％

どちらかといえば
感じない
5％

そう感じる
47％

どちらかといえば
感じる
40％

どちらかといえば
感じない
10％

そう感じない
3％

統合事業を
継続すべき
56％

どちらかといえば
継続すべき
32％

どちらかといえば
特化すべき
7％

農業関連事業に
特化すべき
5％

■農業関連事業【正組合員のみ】

①　利　用　状　況
営農指導
事業

■利用している　　■利用していない

64％ 36％

68％ 32％

82％ 18％

農畜産物
販売事業
生産資材
購買事業

③　３年前（自己改革を推進前）との比較

■もともと良い　■改善した　■改善しつつある　■悪化しつつある　■悪化した

営農指導
事業

農畜産物
販売事業
生産資材
購買事業

23％ 22％ 46％ 8％

22％ 23％ 47％ 7％

24％ 23％ 44％

1％

8％

■自己革命の認知経路
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ＪＡ津軽みらいの自己改革
基本目標

農協まつりの開催

支店だよりの発行 支店協議会の開催

年金友の会等による活動

②　期　待　度

■期待　■やや期待　■どちらかといえば期待　■どちらかといえば期待せず　
■あまり期待せず　■期待せず

営農指導
事業

農畜産物
販売事業

生産資材
購買事業

58％ 28％ 9％
3％

4％

3％

2％

2％

1％
53％ 29％ 14％

47％ 29％ 17％ 1％


